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This paper proposes a column shape DEM element to use as reinforcing bar 
element in the reinforced concrete beam subjected to impact load. First, the rigid 
body motion including its posture expression is formulated as DEM equation of 
motion. Specialized contact judgement as reinforcing bar element which are 
holding semi-linear shape in the concrete materials expressed by sphere elements 
with rugged surface. The shear spring constitutive laws expressing the slip 
behavior between concrete and reinforcing bar element are also formulated. 
Finaly, an experimental result of RC beam subjected to weight collision impact is 
simulated. 
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1．緒 言 

 
現在，土木構造物の設計法は，事業主体の技術的蓄積

知識や価値を重視した仕様設計から，納税者であり使用

者である国民の調達価値意識を反映できる性能設計法

へと移行しつつある 1,2)．これを受けて，土木学会構造工

学委員会でも研究委員会を設置して，新しい性能設計型

の耐衝撃設計法を提案している 3,4)．これによると，衝撃

作用を受ける構造物の要求性能には，衝撃作用に対して

構造物が力学的に耐えうることを主たるものとすると

同時に，副次的に衝撃応答中もしくは応答後の状態が与

える効果なども考慮要因となり得ることが示されてい

る．このような観点から，鉄筋コンクリート部材をむき

出して使用することが多い防災構造物では，衝撃応答中

のコンクリート片の飛散や応答後の剥落などが，照査対

称となる可能性も否めない． 
土木構造の衝撃応答解析に関する研究は，1990 年代頃

より本格的に研究され，特に標準実験と標準解析法に関

する研究 5)を組織的に行ったことにより，急速に発展し

た．その成果は主として汎用 FEM ソフトの信頼性が確

認されたことにある．いくつかの研究機関による汎用ソ

フトを用いた標準的 RC もしくは PC はりの衝撃応答実

験の解析では，入力パラメータを適切に決定することに

より，荷重～時間応答や最大変位，残留変位に関する応

答をシミュレーションできることを示している．さらに，

岸らは LS-DYNA を用いて RC 覆道，落石防護用壁など

の数多くの実規模実験とその解析を行い 6～7)，その有用

性を示している．一方で，FEM は微分可能な連続状態の

材料構成則を前提とした解析法であるため，前述のよう

に，副次的な要求性能への適用は検討されていない． 
構造物の一部が剥離する可能性を前提とした解析を

行うには，剛体バネモデルや個別要素法の適用性が高い

と考えられる．個別要素法を衝撃応答解析に用いる研究

も，1990 年代から始まっており，数多くの研究がある．

例えば，園田らは二次元円筒形要素の規則配列を用いて

ロックシェッドのサンドクッションの応答解析に応用

する研究が行い 8)，桝谷らはサンドクッションを個別要

素法，落石覆工を有限要素法によってモデル化しそれら
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の結合解析を行っている 9)．その後，コンクリート構造

もしくは鉄筋コンクリート構造への解析の応用も図ら

れるようになり，田中・桝谷は，円筒形要素の要素間ば

ねにコンクリートと鉄筋を表現する構成則を適用して

鉄筋コンクリートはりを二次元モデル化する方法を提

案している 10)．このように多数の研究があるが，剥落や

飛散片までの応用は意識しておらず，いくつかの課題が

残されたままである．その一つとして，鉄筋コンクリー

トの挙動には鉄筋の拘束効果が重要であるとともに，そ

の形状が剥落片の形成に大きな影響を及ぼすと考えら

れるが，二次元個別要素法では拘束効果を適切に表せな

いことが挙げられる．以上を総括すると裏面剥離などが

問題となる版構造の応答解析に至る前問題として，はり

の剥離や剥落などについてさえも，個別要素法の適用は

十分な検討が行われていないことがわかる． 
そこで本研究は，球形要素の三次元個別要素法を基に，

鉄筋挙動を簡便に表すための円柱形要素を導入する方

法を提案し，従来の研究で標準実験法 5)が確立されてい

る RC はりの衝突実験結果へのシミュレーション解析を

通して検討したものである． 
 

2．個別要素モデリング 

 
2.1 解析基本式 

本研究では鉄筋コンクリートを剛体要素の集合体と

考え，図-1に示すような球形要素および円柱形要素とそ

れらを結びつける要素間ばねを用いてモデル化する．す

なわち，コンクリートは解析する領域全体を最密充填で

配列された球形要素によって表現するものとした 11)．鉄

筋は形状そのものを剛体要素によって表現し，基本的に

円柱形要素を用い，接合部には分岐と方向変換を表現す

る球形要素を用いた 12)．なお，コンクリートを表現する

球形要素と鉄筋要素との接触に関しては重なりを許す

ものとし，コンクリート要素の配置によらず鉄筋要素の

初期位置を決定できるものとした．その上で，鉄筋とコ

ンクリートの付着は，コンクリート要素と鉄筋要素間の

連結ばねによって表した． 
要素間ばねは，図-2に示すようにばねの姿勢によって

定まる局所座標系( sx , sy , sz )に対応した並進方向と曲げ

回転成分に対するそれぞれ 3 次元成分の計 6 次元であり，

それぞれのばねには並行したダッシュポットを設置し

ている． 
個々の要素には図-3 に示すように，計算開始時(時刻

t=0)からの並進・回転方向変位によって要素の位置，回

転方向の姿勢が変化する．この要素の位置と変位・姿勢

を表す． 

 p
0 uLL +=  (1) 

 )( a
0 uAAA ∆+=  (2) 
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u
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ここで，L：要素重心の全体座標系に対する位置ベクト

ル， 0L ：初期の位置ベクトル， pu ：並進方向変位ベク

トル，A：要素の重心を中心とする全体座標系への回転

変位を表す方向余弦行列 13)であり，本論文中では姿勢マ

トリクスと呼ぶ， 0A ：初期の姿勢マトリクス， A∆ ：姿

勢マトリクスの変化量， au ：全体座標系における回転変

位ベクトルであり，姿勢マトリクスの変位量を与える

( [ ]zyx θθθ ,,T
a =u )， zyx θθθ ,, ：それぞれ全体座標系の

zyx ,, 軸回りの回転量． 
姿勢マトリクスは，重心を原点とする局所ベクトルに

よって与えられる． 
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ここで， zyx aaa ,, ：それぞれ局所座標の zyx ,, 方向ベク

トルであり，各要素は重心を原点として，姿勢マトリク

 コンクリート
鉄筋

鉄筋要素

コンクリート要素

コンクリート要素
と鉄筋要素の付着

図-1 鉄筋コンクリートのモデル化 
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図-2 鉄筋要素のばねとダッシュポット 
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図-3 要素の変位・姿勢マトリクス 
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スの zyx ,, 成分を局所座標系から与えられることになる． 
要素の運動方程式は次のように表せる． 

 )())(()()( K tttt fufuDuM =++ &&&  (5) 

ここで，M :質量マトリクス，D :減衰マトリクス， Kf :
ばね剛性による各要素の重心点等価力ベクトル，f :外力

ベクトル，u :変位ベクトル，(・):時間に関する 1 次微分． 
比例減衰モデル 1４)および中心差分法を導入し運動方

程式を解き，時間 )( tt ∆+ における変位を求めると次式が

得られる． 
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=∆+
−
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ここで，Df ：減衰による各要素の重心点等価力ベクトル，

21,αα ：それぞれ減衰マトリクスの粘性減衰成分および

構造減衰成分． 
図-2 の局所座標系におけるばね力と要素に作用する

力のつり合い式は次式によって表される． 

 SCf ~~~ T=  (7) 

ここで， f~ ：局所の姿勢マトリクス sA に従う重心点に

おける外力ベクトル，S~ ：図-2に示すように左右の要素

と平行なばねの局所の姿勢マトリクスA に従う内力ベ

クトル， T~C ：それぞれ f~ とS~ を関係付ける局所のつり

合いマトリクス． 
ところで，一般に連結状態では，各要素およびばねの

姿勢マトリクス(局所座標系)は異なっている．そこで，

ばね力を次のように座標変換する． 

 STS ~
s=  (8) 

ここで，S~ ：姿勢マトリクス
T

sA に従うばねの局所座標

系における内力ベクトル，S：ばねの内力ベクトル， sT ：

姿勢マトリクス sA から要素の姿勢マトリクスAへと変

換する座標変換マトリクスであり， 
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ここで， zyx aaa ,, ：要素の姿勢マトリクスAを構成する

各単位座標軸ベクトル． 
また，局所座標系の f~ は，全体座標系へと変換され，

次式のようになる． 

 fTf ~
GK =i  (10) 

ここで， iKf ：一般座標系における要素i の重心点に働く

外力成分， GT ：局所座標の外力成分を一般座標系へ変

換する回転座標変換マトリクスであり，次式によって与

えられる． 
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ただし， T
Gx ， T

Gy ， T
Gz ：一般座標系の単位座標軸ベク

トル． 
変形適合条件式は反傾関係 15)より，次式によって与え

られる． 

 ∑
=

∆=∆
2

1

T
G

T
s

~

i
iiijij uTCTq  (12) 

ここで， jq∆ ：ばね j の増分変形量， ijC ：変形適合マ

トリクス， iu∆ ：ばね j に連結する要素の増分変位ベク

トル． 
以上の処理手順を経て，式(6)のばねによる外力ベクト

ルは次式によって与えられる． 

 ∑
=

=
s

1
KK ))(()(

n

j
iji tt uff  (13) 

ここで， ))((K tij uf ： i 要素に連結するばね j による等価

力ベクトル， sn ： i 要素に連結するばねの総数． 
図-2の関係より，減衰による外力ベクトルについても

式(7)～(13)と同様の処理が成立し，次式が成り立つ． 

 ∑
=

=
s

1
DD ))(()(

n

j
iji tt uff &  (14) 

ここで， ))((D tij uf & ：i 要素に連結するダッシュポット j に
よる等価力ベクトル． 
 
2.2 コンクリート要素 

コンクリート要素の要素間ばねは図-2(b)の並進方向

のみとし，規則配列で，最小要素スケールが 12.5mm 程

度の解析を前提とし，図-4に示す法線方向ばねの応力～

ひずみ関係，図-5に示す接線方向ばねの応力～ひずみ関

係と，この 2 つが共有する図-6 に示すモール･クーロン

σ
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引張限界

0 ε
T1ψ

T2ψ

 
図-4 コンクリートの法線方向ばねの応力～ひずみ関係 
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型の限界状態を組み合わせて用いるものとした． 
法線方向ばねの圧縮側は線形とし，引張側は引張強度

に達すると，その後は引張破壊エネルギー FG を基準と

して図-4のように軟化勾配を変化させる 1/4 モデル 16,17)

に従う非線形構成則とした．なお，引張側終局ひずみ tfε
を超えた後の再接触では，引張に対して抵抗しない． 
せん断方向ばねについては図-5 に示すように，モー

ル・クーロンの破壊基準を設ける．なお，図-6で示すよ

うにある臨界点で一定となるものとした． 

 000
cr tanφστ += c  (15a) 

 maxcr ττ =  (15b) 

ここで， 0
crτ :初期限界せん断応力， 0c :初期粘着力項， 0φ :

初期内部摩擦角， maxτ :臨界せん断応力． 
また，図-4，5 に示すような一旦限界状態に達した接

触ばねの限界線は，すべり塑性変形に応じて縮小するも

のとした．すなわち， 

 0
maxmax ττ S=  (16a) 

 0Scc =  (16b) 

 0tantan φφ S=  (16c) 

 0
nyny σσ S=  (16d) 

ここで， maxτ ，c， φtan ， nyσ :縮小後の限界値パラメー

タ，S :局所の軟化係数であり，図-7 に示すように次式

によって与えられるものとした 11)． 

 )(0.1 e
1 γγψτ −−=S   )( 1

PP γγ ≤  (17a) 

 )( p
1

e
21 γγγψτ −−−= SS   )( 1

PP γγ >  (17b) 

ここで， 1S :第 1 段階軟化領域の終了点， 1τψ ， 2τψ :それ

ぞれ，第 1，2段階の局所の軟化勾配， eγ :弾性せん断ひ

ずみ， p
1γ : 1S に対応する塑性せん断ひずみ． 

 
2.3 鉄筋要素 

鉄筋要素の構成則は，基本的に線形とし法線方向のみ

図-8に示すようなバイリニア型の降伏条件を与えた． 
また鉄筋要素の剛性は，次式で与える． 
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x
AEk
ll +

= w2  (18a) 
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GAkk
ll +

==
2  (18b) 

 
ji

P
x

GIk
ll +

=
2

M  (18c) 

 
ji

zy
IEkk
ll +

== w
MM

2  (18d) 

ここで， zyx kkk ,, ：それぞれ並進方向ばねの zyx ,, 方向

に対する剛性， zyx kkk MMM ,, ：それぞれ回転方向ばねの

zyx ,, 方向に対する剛性， wE ：鉄筋のヤング係数，G ：

せん断剛性，A ：鉄筋の断面積， I ：鉄筋の断面 2次モ

ーメント， PI ：鉄筋のねじれに関する断面 2次モーメン

ト， ji ll , それぞれ要素． 
なお，鉄筋要素におけるばねの姿勢マトリクスについ

ては隣接する 2要素の姿勢マトリクスの位置的な比例配
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図-5 コンクリートの接線方向ばねの応力～ひずみ関係 
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図-6 限界条件式の挙動 
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図-7 縮小係数 
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図-8 鉄筋の構成則 
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分によって与えるものとした．すなわち， 

 
ji

i
iji

CC

C
s )(

ll

l

+
−+= AAAA  (19) 

ここで， ji AA , ：それぞれ要素 ji, の姿勢マトリクス． 
 
2.4 コンクリート要素と鉄筋要素の付着 

(1) 構成則モデル 

コンクリート要素配列はその表面形状を平滑にでき

ないので，鉄筋要素とは図-9に示すように初期状態にお

いて重なった状態となる．そこで，この状態が要素の初

期接触となるように各要素の半径を減じて力のつり合

いおよび変形適合条件式を解くものとした．すなわち， 

 
gc

c
c rr

rdr
+

×=′  (20a) 

 
gc

g
g rr

r
dr

+
×=′  (20b) 

ここで， cr′， gr′ :重なりを考慮し減じた円柱形要素およ

び球形要素の半径， cr ， gr :円柱形要素および球形要素

の半径，d :要素間の距離． 
コンクリート要素と鉄筋要素の付着を表す構成則は，

図-10に示すように，法線方向は引張側に限界値を設け，

接線方向はすべりを表現するためにモール･クーロンの

破壊基準を与え圧縮力の影響を考慮できるものとした． 
(2) パラメータ同定 

付着ばねの構成則パラメータの同定には圓林らが実

施した実験結果を用いた 18)．実験は図-11 に示すモルタ

ル強度 45MPa，φ9mm 異型鋼棒により作成した供試体

を用いて鋼棒の引き抜きを行い，図-12 に点線で示す付

着応力～すべり関係が得られている．なお，圓林らの実

験では，本研究の解析対象とは異なりモルタルを使用し

たものであるが，動的な付着についても検討しているた

めパラメータ同定の対象とした．これに一致するように

同定した結果は表-1に示すようになる．この結果得られ

る解析結果は図-12 に実線で示すようになり，すべりが

0.02%よりも小さい場合は，解析結果は実験結果よりも

最大で 20%程度付着応力が小さくなっているが，すべり

0.02%の応力が一定となる領域では概ね実験結果と合っ

ている． 
 
2.5 ひずみ速度効果 

本解析ではひずみ速度効果を以下の要領で与える．ま

ず，コンクリートは静的の解析パラメータを用いて重錘

衝突解析を行い，その最大ひずみ速度の分布を図-13 に

示すようにはり長手方向断面で9つの領域に分割し，そ

れぞれの領域に代表ひずみ速度に応じたせん断応力限

界 19)，剛性 19)，引張強度 20)，引張破壊エネルギー20)を次

式により増加率を与えるものとした．すなわち， 
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図-10 付着ばねの構成則 

 
 

200mm 200mm

70
m

m
10

m
m

15
0m

m

φ9mmPC鋼材

モルタルブロック

支持力受圧範囲
非付着領域

P

S

 
図-11 PC鋼材引張実験 18) 

 

0

1

2

3

4

5

6

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025 0.03
すべり(S/D)　　%

付
着

応
力

(N
/m

m
2 )

実験

解析

 
図-12 鋼棒引張における付着応力の比較 

 
表-1 付着の構成則パラメータ 

法線方向 (N/mm2) 19.4 
ばね剛性

接線方向 (N/mm2) 1.94×103

引張限界 (N/mm2) 1.19 

粘着力 (N/mm2) 3.36 

摩擦係数  0.754  
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5 5
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図-13 ひずみ速度による領域の分割(落下高1.2m) 
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ここで， sε& :静的載荷のひずみ速度，ε& :急速載荷のひず

み速度， 0
sτ :静的載荷時のせん断応力限界， 0

dτ :ひずみ速

度ε&で載荷した場合のせん断応力限界， sE 静的載荷時の

剛性， dE :ひずみ速度ε&で載荷した場合の剛性， ny_sσ :
静的載荷時の引張限界力， ny_dσ :ひずみ速度ε&で載荷し

た場合の引張限界力， F_unit_sG :静的載荷時の破壊エネル

ギー， F_unit_dG :ひずみ速度ε&で載荷した場合の破壊エネ

ルギー． 

続いて，鉄筋のひずみ速度効果は次の要領で与えた．

鉄筋のひずみ速度は実験結果のはりの下方変位速度を

用いて次式により求める． 

 212 lyrf δε && =  (25) 

ここで， rfε& :鉄筋のひずみ速度， l :はりの支間長， y :
はりの中立軸から鉄筋までの距離，δ& :はりの変形速度． 
鉄筋のひずみ速度効果による強度増加は次式 21)による． 

 rf
s

d ε
σ
σ

&log040.0202.1
_yield

_yield ⋅+=  (26) 

s_yieldσ :静的載荷時の鉄筋の降伏強度， d_yieldσ :ひずみ速

度ε&で載荷した場合の鉄筋の降伏強度． 
一方，鉄筋とコンクリートの付着は，圓林らが実施し

た実験結果 18)において，ひずみ速度 0.45(1/s)で付着強度

が 2倍程度になることを示しており，付着ばねの粘着力

を 2倍とすることでひずみ速度効果を考慮するものとし

た． 
 
3．鉄筋コンクリートはり重錘衝突実験 
 
3.1 実験の概要 

解析対象とする鉄筋コンクリート(以下 RC)はり重錘

落下衝撃実験 22)の概要について述べる．実験で用いた

RC はり供試体は図-14 に示すように，高さ 250mm，幅

150mmの矩形断面であり，全長は 1700mmである．軸方

向鉄筋には圧縮側，引張側ともに SD345，鉄筋径D22 を

2 本ずつ配している．なお，せん断耐力が曲げ耐力を上

回るように十分な量のせん断補強筋(D10 鉄筋)を 75mm
間隔で配置している．コンクリートの静的圧縮強度は

42.0MPa，D22 鉄筋の降伏強度は 418Mpa，D10 の降伏強

度は 295MPa，であることを実験で確認している．衝撃

実験では重錘落下式衝撃載荷実験装置を用いて，図-15

に示すように支間長1400mmで単純支持された供試体の

中央部に質量 400kgの重錘を所定の落下高さから自由落

下させて衝突させた．衝撃荷重は重錘先端に取り付けた

ロードセルによって，はり中央部の変位をレーザー式変

位計によって計測している． 
 
3.2 実験結果 

図-16 に荷重～時間関係を示す．荷重はどの落下高さ

においても 3波の山形の波形を示した後，なだらかに荷

重が小さくなっている．重錘落下高さが大きくなるほど，

第 1波の最大荷重は大きくなっているが，第 3波の大き

さはあまりあまり変わらない．ただし，第 3波の発生時

間が遅くなり，その後の荷重低下の応答時間は長くなっ

ている．また，図-17 に変位～時間関係を示す．重錘落

下高さが大きくなるほど，最大変位が大きくなり，落下

高0.3mの場合は完全に復元しているが，それ以外の0.6m

250

150
7040 40
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40

40
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22@75=1650

D22 D10
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図-14 供試体寸法 
 

700mm 700mm
1400mm
1700mm

落下高さ

支点
レーザー
式変位計

重錘

荷重計

鉄筋コンクリートはり

 
図-15 重錘落下衝撃載荷実験 22) 
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図-16 荷重～時間関係 
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～2.4m落下時は残留変位が現れ，落下高に応じて残留変

位も大きくなっている． 
 
4．シミュレーション解析 

 
4.1 解析モデル 

図-18 に本研究で用いた解析モデルを示す．コンクリ

ート要素は半径 12.5mmの球形要素 4824 個を用いて，最

密充填で実験供試体の寸法となるように配列した．鉄筋

要素は，基本的に円柱形要素を，主鉄筋と帯鉄筋の接合

部に球形要素を用いた．また，接合部間は円柱形要素一

つとしたが，図-18 に赤色で示した中心付近では実験に

おいてひび割れが集中しており，鉄筋要素の変形が大き

いので円柱形要素を 4分割して配置した．帯鉄筋は図-19

に示すように，主鉄筋を囲むように矩形状に配置し，折

れ曲がる箇所には球形要素を用いた．なお，供試体作成

条件を考慮し，主鉄筋と帯鉄筋は針金程度の剛性のばね

によって連結されているものとした． 
重錘は下側の衝突部を実験条件と同じ曲率を有する

球形要素，上側の錘部は円柱形要素を用いてモデル化し

た．実験では衝突部と錘部の間の鋼材の変形量を荷重に

変換していることから，解析では下側の衝突部と上側の

錘部間の連結ばねのばね力を荷重とした．なお，重錘衝

突解析では落下高さに相当する初速を重錘に与えるこ

とにより載荷を表現した． 
支点および跳ね上り防止冶具は円柱形要素を用い，支

点と冶具は円柱形要素を用いて結合した． 
解析モデルの諸元を表-2に示す． 
 

4.2 静的解析 

実験では，重錘衝突実験に先立って RC はりの単純は

り中央点載荷による静的実験を行い，その静的弾塑性応

答を確認している．そこで，図-18 に示した解析モデル

の中央点に静的載荷冶具を模した円柱形要素を配置し，

その要素を20mm/sで強制的に変位させた解析を行った．

静的解析に用いた諸元を表-3に示す 11)．なお，本研究で

は 2.0mm/s で載荷した場合も 20mm/s の場合とほとんど

変わらない結果が得られたため，解析時間短縮のため載

荷速度を 2.0mm/s とした． 
図-20 に実験と解析による荷重～変形関係を示す．実

験では，まず荷重が 30kN まで高い剛性で立ち上がり，

その後やや小さい剛性で 180kN まで増加した後，はり全

体が降伏したかのように 180kN を維持して，変位 8mm
に達している．これに対して，図-18 の解析モデルによ

る解析では，コンクリート要素が破壊した瞬間にばね力

が解放され，その影響が固有振動となって現れるため，

荷重～変位曲線に階段状の形が現れるが，やはり，変位

1mmで荷重が55kNまでは高い剛性で立ち上がり，その後

は静的実験よりとほぼ同じ剛性で荷重が増加し，変位の

増加に伴い剛性が徐々に低下している．さらに，実験で

は変位 4mm で荷重は 180kN に達し，その後は一定の荷

重となり降伏している．一方の解析では，4.8mmまで荷

重が増加し，その後荷重は増加しなくなる．図-20 には

解析における載荷点直下の引張鉄筋の応力を合わせて

示している．これより，荷重の増加が見られなくなった

変位と，鉄筋が 418N/mm2に達して降伏した変位が一致

していることから，4.8mm以降の解析結果は曲げ降伏し

ていることがわかる． 
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図-17 変位～時間関係 
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図-18 解析モデル 
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図-19 鉄筋のモデル化 

 
表-2 解析モデルの諸元 

要素数 6474
コンクリート

半径(mm) 12.5
球形要素 184

鉄筋 要素数 
円柱形要素 724
半径(mm) 90.0

球形要素 
質量(kg) 28.5
半径(mm) 135.0

重錘 
円柱形要素 

質量(kg) 371.5  
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図-21には，図-20に示した I～V の特徴的な変位にお

けるはり内部の要素内ばねの滑りや降伏状況を示す．図

中の赤色の丸はコンクリートばねの引張破壊を，桃色の

丸はコンクリートばねがすべりの後引張領域へ移行し

たものを，青色の丸は鉄筋ばねの引張降伏を，黄色の丸

は付着要素の引張降伏を示す．また，図-22には，図-21

に対応する変位におけるコンクリート要素間の接触力

分布を，圧縮力を赤線で，引張力を青線でベクトル表示

している． 
図-21(a)より，変位 0.55mmで初期の剛性が低下し始め

る時には，そのひび割れがはり内部に垂直に 50mmほど

伸びていることがわかる．また，図-22(a)によると，こ

の時点では，はりの上側 180mm ほどの圧縮領域が，残

りの下部には引張領域が横方向に拡がっている．この時，

載荷点のはり下端のコンクリートが引張破壊に達して

いるものの，その他の領域は弾性応答しており，はり全

体としては典型的な弾性はり応答を示している． 
続いて，図-22(b)の変位 2.25mmでは，圧縮力分布が載

荷点から支点に伸びる円弧のように形成されると同時

に，はり下部の中央付近は圧縮と引張が混在した応力分

布となっている．この時，図-21(b)によると形成された

引張ひび割れがさらに伸びて，高さ 180mm ほどに達す

ると同時に，はり中央から 140mm 離れたところから生

じた曲げひび割れが高さ 120mm でせん断ひび割れとな

って折れ曲がり，載荷点に向かって伸び始めている．図

-21(c)の変位 4.07mmでは，さらに外側からせん断ひび割

れが形成され，全てのせん断ひび割れが連接して載荷点

に達しようとしている．この時，図-22(c)によると引張

応力領域は，この破壊面に囲まれた中央下部に集中し，

圧縮応力領域は載荷点から支点に向かって伸びると同

表-3 解析パラメータ(静的載荷)11) 

)N/mm( 2E  1.94×104 
ばね剛性 

)N/mm( 2G  8.75×103 
粘着力 )N/mm( 20c  1.68 

摩擦係数 0tanφ  0.754 
1α  0.06 
2α  0.01 軟化勾配 
1S  0.3 

せん断応力限界 )N/mm( 20τ  8.04 

引張限界 )N/mm( 2
nyσ  -1.20 

コ
ン
ク
リ
ー
ト 

引張破壊エネルギー )J/m( 2
_ anaFG  40.9 

剛性 )N/mm( 2
WE  2.00×106 

降伏応力(D22) )N/mm( 2
yieldσ  418 鉄

筋 

降伏応力(D10) )N/mm( 2
yieldσ  295 
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図-20 荷重～変位関係(静的載荷) 
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図-21 はり内部の限界状態 
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時に，載荷点近傍にも圧縮領域が形成され，これらが

徐々に連接されている．図-22(d)および(e)によると，載

荷点下部のコンクリートは引張応力も失った三角形を

形成している．すなわち，鉄筋の引張力のみではりが支

えられていることがわかる． 
図-23 には実験終了後のはりのひび割れ分布を実験結果

と比較している．実験は，載荷点近傍左右 600mm の領

域に曲げおよび曲げせん断ひび割れが集中して発生し

ているのに対し，解析では左右 850mm とより広い領域

に渡って曲げひび割れと実験結果よりも角度の浅い斜

めひび割れが形成される点が異なっているが，最も外側

の斜めに形成されたせん断ひび割れ線に対して，その内

部にあるひび割れがはり下部から垂直に伸びて，外側の

せん断ひび割れに面に達した形状となるという定性的

な傾向については良く一致している． 
 
4.3 重錘衝突解析 

重錘衝突解析には 4.1 項に述べたモデルに表-4で示す

解析パラメータを用いた．なお，衝突局部の損失エネル

ギーを考慮するため既往の研究 23)に基づき，衝突部のば

ね剛性，減衰定数および質量は衝突速度に応じて次式に

より与えるものとした． 

 163.1log303.0 0 −= Vh e  (27) 

 0460.0log0445.0 0 −= V
m
m

e
d  (28) 

 6.25log00.6 0 −= V
k
k

e
d  (29) 

ここで， 0V :重錘の衝突速度，h :減衰定数， dm :要素の

質量， dk :ばね剛性 

図-24 に下高 0.6m，1.2m，および 2.4m における衝突

荷重の時刻歴応答を実験と比較して示す．図-24(a)の落

下高 0.6m の場合には，実験と同様の 3 波の山形波形が

生じており，また，応答終了時刻などは実験と良く合っ

ているなどその定性的な傾向は一致するが，解析では第

2 波の荷重が大きい点が実験と異なっている．図-24(b)
の落下高 1.2m の場合には，実験と同様の 3 波の山形波

形が生じており，第 1波の荷重の立ち上がり，最大荷重，

応答終了時刻なども実験結果と良く合っている．また，

図-24(c)の落下高 2.4mの場合では，第 1波の荷重の立ち

上がり，最大荷重については実験結果と一致しているが，

1 波の荷重最大点以降の減少過程が実験と異なっている． 
図-25には，変位の時刻歴応答を実験と比較して示す．

図-25(a)の落下高 0.6mの場合には，変位の立ち上がりは

実験結果とよく合っているが，最大変位は実験結果が

10.8mm であるのに対して解析では 9.2mm と小さく，逆

に残留変形は実験の3mmに対して解析は5mmとなって

おり実験よりも大きい．図-25(b)の落下高 1.2mの場合に

は，最大変位は実験結果が 21.5mm であるのに対して解

析では 14.0mmと小さく，残留変形も実験結果より 3mm

程度小さいが，最大変位から残留変形に移行する傾向は

概ね合っている．図-25(c)の落下高 2.4mの場合，変位の

立ち上がりは実験に合っているが，変位 15mmの付近で

変位の増分が低下し実験結果と異なるが，全体的な傾向

は概ね合っている．この最大変位が実験値よりも小さく

なるのは，局部破壊が実験よりも大きくなり，はりの変

位応答にエネルギーが遷移しないためと考えられる． 
図-26 に荷重～変位関係を実験と比較して示す．いず

れの落下高においても，荷重～変位関係は傾向は合って

いるが，変形が実験結果と異なるため，実験と解析との

吸収エネルギーの差は，落下高0.6mが+6％，1.2mが-15％，

2.4m が-35％となっており落下高が大きいほどその差が

大きくなっている． 
図-27は，重錘落差 1.2mの解析における内部の破壊限

界状態を，図-28 はコンクリートの接触力分布を示して

いる．ちなみに，状態 I～VI は図-26(b)の番号と対応し

ている．なお，図-27 の限界状態の記号は，赤色の丸は

コンクリートばねの引張破壊を，桃色の丸はコンクリー

トばねがすべりの後引張領域へ移行したもの，黒色の丸

はコンクリートのすべり破壊を，青色の丸は鉄筋ばねの

引張降伏を，黄色の丸は付着要素の引張降伏をそれぞれ

 

支点 支点

載荷点

(a) 実験 
 

 

支点 支点

載荷点

(b) 解析 
図-23 破壊面の比較 

 

表-4 解析パラメータ(重錘衝突) 
落下高 

パラメータ名 
0.6m 1.2m 2.4m 

最大ひずみ速度(1/s) 6.0 8.6 15.4 
)N/mm( 2E  2.33×104 2.35×104 2.40×104

ばね剛性 
)N/mm( 2G  1.05×104 1.06×104 1.08×104

粘着力 )N/mm( 20c  2.55 2.66 2.85 
摩擦係数 0tanφ  0.754 0.754 0.754 

1α  0.06 0.06 0.06 
2α  0.01 0.01 0.01 軟化勾配 
1S  0.3 0.3 0.3 

せん断応力限界 )N/mm( 20τ  13.1 13.5 14.2 
引張限界 )N/mm( 2

nyσ  -1.82 -1.90 -2.03 

コ
ン
ク
リ
ー
ト 

引張破壊 
エネルギー 

)J/m( 2
_ anaFG  78.9 83.1 91.0 

ひずみ速度(1/s) 1.44 2.01 3.16 
剛性 )N/mm( 2

WE  2.00×106 2.00×106 2.00×106

降伏応力(D22) )N/mm( 2
yieldσ  505 507 510 

鉄
筋 

降伏応力(D10) )N/mm( 2
yieldσ  356 358 360 
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示している．これより，図-27(a)の重錘衝突の 0.001 秒後

(変位 068mm)には，付着に若干の破壊が見られるが，コ

ンクリートは破壊に至っていない．この時，図-28(a)の
接触力の状態は，重錘衝突部から円弧を描くように圧縮

力が拡がっている．重錘衝突から 0.013 秒後(変位 1.54 
mm)は，最大荷重に達した時刻であるが，図-27(b)より，

はり中央部下端に引張破壊が生じ，その破壊面が上方向

に 120mm 程度まで進展するとともに，衝突部のコンク

リートもすべりにより破壊し始めていることがわかる．

その後の 0.019 秒(変位 4.36mm)では，図-27(c)より，は

り中央部下端に引張破壊による破壊面が中心から 70mm
の位置に新たに形成され，衝突部の破壊が下方向へ進展

していることがわかる．図-27(d)の 0.024 秒(6.89mm)では，

衝突部から斜め 30 度方向に引張による破壊面が形成さ

れ，はりの中央点から 300mm 付近ではり下端から進展

した引張破壊面とつながっている．図-28(d)によると，

この時の左側のひび割れ面には応力の伝達機能が全く

失われていることがわかる． 
図-27(d)から(e)にかけては，図-26の荷重変形関係にお

いて荷重がほぼ一定となっている時間であるが，はり上

部の局所破壊領域が拡大すると同時に，はり中央下部で

はひび割れ線が明瞭に形成されている．図-27(f)は，重錘

が離反して荷重が完全に失われた時刻の状況であるが，

図-27(e)によると除荷過程では破壊が進展していない．

なお，図-28(f)より，この時の接触力ははり上部に引張力

が，下部に圧縮力が作用しており，はりが反動により上

向きに反っていることがわかることがわかる． 
図-29，30，および 31には，それぞれ落下高 0.6，1.2，

2.4m に対する解析の最終変形状態およびコンクリート

内部の破壊限界状態を，実験終了後の供試体写真と比較

して示す．図-29の落下高の 0.6mの場合は，(a)に示した

最終変形状態において，はり上端の重錘衝突点の周辺に

はりの上縁がわずかに盛り上がった状態となっている．

これは実験においても同様の現象が見受けられる，これ

を図-29(b)の破壊状態と比較すると，解析においては打

撃点近傍のコンクリート要素が分布して破壊しており，

すべり限界や引張限界に達したばねの複合的な出現に

よって，コンクリートが側方および上方に押し出される

ように移動したことがわかる．なお，実験では左右に 6
本ほどのひび割れ線があるのに対して，解析では 3本の

みとなっており，形態相似性において十分とは言い難い

ものの，せん断ひび割れを概ね再現できている． 
図-30(c)の落下高 1.2mの実験結果では，下部から生じ

たせん断ひび割れに直交するかのような上面を弦とす

る円弧状のひび割れが 1本形成されている．これに対し

て，図-30(b)の破壊状態は，はり下方は引張およびせん 
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図-24 荷重～時間関係(重錘衝突) 
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断によって破壊面が形成され，衝突部付近では衝突によ

る局所破壊が生じており，図-30(a)の全体挙動から破壊

されたコンクリート片の形状までは表現できていない

ものの，破壊形状を概ね再現できている． 

：コンクリート引張破壊 ：コンクリートすべり+引張破壊

：鉄筋降伏 ：付着引張破壊

凡例 ：コンクリートすべり破壊

 
(a) 変位 0.68mm (I の変位) 

(b) 変位 1.54mm (II の変位) 

(c) 変位 4.36mm (III の変位) 

(d) 変位 6.89mm (IV の変位) 

(e) 変位 14.4mm (V の変位) 

(f) 変位 7.93mm (VI の変位) 
図-27 はり内部の限界状態(重錘落差1.2m) 

 

(a) 変位 0.68mm (I の変位) 
 

(b) 変位 1.54mm (II の変位) 

(c) 変位 4.36mm (III の変位) 

(d) 変位 6.89mm (IV の変位) 

(e) 変位 14.1mm (V の変位) 

(f) 変位 7.93mm (VI の変位) 
図-28 はり内部の限界状態(重錘落差1.2m) 

   
 (a) 全景 (b) 破壊面 (c) 実験結果 

図-29 破壊の状況(落下高 0.6m) 

   
 (a) 全景 (b) 破壊面 (c) 実験結果 

図-30 破壊の状況(落下高 1.2m) 

   
 (a) 全景 (b) 破壊面 (c) 実験結果 

図-31 破壊の状況(落下高 2.4m) 
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図-31(c)の落下高 2.4mの実験では，この円弧に沿った

コンクリート塊が削げ落ちている．しかし，解析では打

撃点下部のコンクリートが広範にわたって破壊してお

り，ある一面に集中して剥落片を形成できるようなひび

割れ面のようなものは観察できない．すなわち，打撃点

近傍の破壊モードが，はり応答の破壊モードより卓越し

た結果となっており，残念ながら解析上の分岐問題を良

好に解けていないことがわかる． 
 
5．結 言 

本研究は，三次元個別要素法を基に，鉄筋の拘束効果

を簡便に表すための円柱形要素を導入する方法につい

て検討し，RC はりの衝突実験結果へのシミュレーショ

ン解析を通して適用性を確認したものである．その成果

をまとめると以下のようになる． 
(1) 鉄筋の拘束効果を簡便に表すための円柱形要素を導

入し，コンクリートと鉄筋の付着効果について，鉄

筋の引抜実験と比較することによりその妥当性が確

認できた． 
(2) 静的載荷実験のシミュレーション解析においては，

ひび割れの進展を良く表現できることを示した． 
(3) 重錘衝突実験のシミュレーションにおいて，鉄筋コ

ンクリート内に生じるひずみ速度を適切に与えるこ

とにより，本解析手法によって衝撃荷重を受けるRC
はりの荷重履歴は概ね良くシミュレーションできる

ことを示した．また，コンクリートのひび割れ進展

を概ね表現することができた．しかし，落下高 2.4m
では最終破壊形態を再現できていないことから，衝

撃に伴って生ずるコンクリート剥落片や飛散片の推

定問題へ適用するには，要素間ばねに与えるひずみ

速度効果にもう少し検討が必要である． 
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